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施設類型 行政系施設 

施設分類 庁舎等 

➀施設概要 

（市役所庁舎、市役所第二庁舎） 

行政サービスの提供のほか、議会機能・防災機能などを備えた市役所庁舎を設置し、市民の暮らしに必要な

各種手続きや相談窓口などを行っています。 

施設分類 カルテ番号 対象施設 所在地 所管 

庁舎等 
056 

057 

市役所庁舎 

市役所第二庁舎※ 

鹿渡無番地 

鹿渡 2001-10  

管財課 

〃 
※「市役所第二庁舎」内に、文化施設の「市民ギャラリー」を設置しています。 

【施設の位置図】 

 

 

➁現状と課題 

【施設データ】平成 29年度末現在 

施 設 名 
 中学校 

地区 

建設

年 

経過

年数
（年） 

耐用

年数

(年) 

延床面積

(㎡) 

運営

形態 

職員数

(人) 

支出額 

(千円) 

収入額 

(千円) 

差引収支  

(千円) 

㎡あたり

単価   

（千円） 

市役所庁舎 四街道北 
S44

他 
48 他 

50 

他 
8,463 直営 420 76,819 3,058 △73,761 9.077 

市役所第二庁舎 四街道北 S47 45 50 1,150 直営 63 6,265 93 △6,172 5.447 

ア 市役所庁舎 

市役所庁舎は、昭和 44 年に四街道町役場として建設し、その後、人口増加に伴う行政需要の多様化に対応する

ため、昭和 55年に新館の増築を行い、その後、平成 5 年に分館、平成 11 年に旧介護保険課棟、平成 14 年に新分

館を増築してきました。 

本館は、鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）3 階建て（一部平屋建て）、延床面積は 3,176 ㎡。新館は、鉄筋コ

ンクリート造 5 階建て（地下 1階）、延床面積は 3,163 ㎡で、いずれも旧耐震基準の建物で耐震対策は未対応とな

っています。 

分館は、鉄骨造 2 階建て、延床面積は 428 ㎡。旧介護保険課棟は、鉄骨造 2 階建て、延床面積は 207 ㎡。新分

館は鉄骨造 3階建て（地下 1 階）、延床面積は 868 ㎡で、いずれも新耐震基準の建物となっています。 

本館は建設から 48 年、新館は 37年、その他の棟も 20 年以上経過しているものがあり、施設の老朽化が進んで

います。 

開庁日・開庁時間は、土日祝日・年末年始を除く毎日、8 時 30 分から 17 時 15 分まで、管理運営は直営で、管

理運営費は 76,819 千円/年（市職員人件費を除く。）で、行政財産使用料等の収入は 3,058 千円/年となっていま

す。 

なお、窓口サービス課では、毎月第 2・4 日曜日に休日窓口を開設（9時から 12時まで）し、住民票・印鑑証明

などの交付を行っています。また、各種証明書等発行業務を補完するため、四街道駅（ＪＲ駅舎内）や公民館等

に証明書等発行窓口を別に設け、市民の利便性の確保を図っています。 

市役所庁舎 

市役所第二庁舎 
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 市役所庁舎は、四街道市政の拠点として重要な役割を果たしていますが、昭和 55 年以降、増築を繰り返し行っ

たことにより執務室等が分散し、窓口の配置が来庁者にとってわかりにくい状況となっているほか、執務スペー

スの狭隘化や情報システムの高度化への対応などの事務効率化の面、耐震上の課題から脆弱となっている防災機

能の面、また、バリアフリー化や省エネ化への対応などさまざまな面から課題が顕在化しています。 

 

イ 市役所第二庁舎 

市役所第二庁舎（以下「第二庁舎」という。）は、市役所庁舎が狭隘で執務室の確保が急務であったことから、

平成 7 年に四街道郵便局の移転に伴い、市が有償で譲受したもので、鉄筋コンクリート造 2 階建て、延床面積は

1,003 ㎡。昭和 47 年に建設した旧耐震基準の建物で、耐震診断の結果、基準を満たしていると判定されています

が、建設から 45年が経過し、施設の老朽化が進んでいます。 

第二庁舎は、主に教育委員会の執務室となっていますが、市役所庁舎と約 800ｍ離れているため、市民の利便性

や事務効率性の面から課題があります。 

開庁日・開庁時間は、土日祝日・年末年始を除く毎日、8 時 30 分から 17 時 15 分まで、管理運営は直営で、管

理運営費は 6,265千円/年（市職員人件費を除く。）で、行政財産使用料等の収入は 93千円/年となっています。 

また、1 階には、文化施設の市民ギャラリーを設置し、各種芸術団体が展示等を行うなど、有効活用を図ってい

ます。 

 

➂施設評価と対応方針 

「施設の安全性、必要性」、「施設の有効性」、「管理運営の効率性」について以下のように分析しました。 

【分析】 

対象施設 施設の安全性、必要性 施設の有効性 管理運営の効率性 

市役所庁舎 

・庁舎は、四街道市政の中枢機能であり、行政機

能・議会機能・防災機能・市民自治の拠点として、

今後も継続していく必要があります。 

・市役所庁舎の本館と新館は耐震上の課題があり

ます。その他の庁舎施設については、耐震基準を

満たしていますが、全体的に施設の老朽化が進ん

でいます。 

・市役所庁舎と第二庁舎は分散しており、また、

市役所庁舎は増築を重ねたことで窓口の配置が

わかりにくく、執務スペースも狭隘化・分散化し

ており、市民の利便性や事務効率性の面での課題

が顕在化しています。 

・第二庁舎は、耐震基準を満たしていますが、老

朽化が進んでいます。 

・市民サービスの提供・議

会機能・防災機能の拠点と

して、有効に機能していま

す。 

・第二庁舎１階の一室に文

化施設の市民ギャラリー

を設置し、有効活用を図っ

ています。 

・施設管理の一部を

委託し、効率化を図

っています。 

・電気については、

入札により経費縮

減を図っています。 
市役所第二庁舎 

上記分析を踏まえて、当該施設については、以下のように評価し、対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



85 

 

【評価結果】 

対象施設 
方向性 

説  明 
機能 施設 

市役所 

庁舎 
継続 

建替・

継続 

【機能】 

・市役所庁舎は市政運営の中枢的な施設であることから、今後も継続していく必要があります。 

【施設】 

・耐震上課題がある施設については、早急に建て替え等の検討が必要です。 

・耐震基準を満たしている建物も施設の老朽化や執務スペースの狭隘化・窓口の配置の分散化

などの課題が顕在化していることから抜本的な対応が必要です。 

・庁舎整備後は、予防保全を含め、施設の計画的な改修などを行い、長寿命化を図る必要があ

ります。 

【管理運営】 

・管理運営の更なる効率化を図るため、現在の管理運営手法を検証し、他公共施設との各種業

務委託等の包括化なども含め、効率的な管理運営手法についての検討が必要です。 

・市民のライフスタイルの多様化にあわせ、休日、平日夜間の窓口開設のあり方について検討

が必要です。 

市役所  

第二庁舎 
継続 廃止 

【機能・管理運営】 

・市民の利便性向上と事務及び管理運営の効率化の観点から、上記市役所庁舎の整備に合わせ

移転・統合を行うなど、窓口の分散化等の課題の解消が必要です。 

【施設】 

・市役所庁舎へ移転・統合した場合は廃止します。 

【対応方針】 

○市役所庁舎は、耐震不足・老朽化・狭隘化等の課題のほか、バリアフリーや情報化への対応が不十分などの課

題が多いことから、平成 29 年 7 月に策定した「四街道市庁舎整備基本計画」に基づき、本館の建て替え・新館

の耐震補強・第二庁舎の統合等を行います。 

○庁舎整備後は、庁舎全体の予防保全を含めた計画的な改修を行い、施設の長寿命化を図ります。 

○市民のライフスタイルの多様化や働き方に変化がある中で、市民の利便性を高める観点から、休日や平日夜間

における市役所庁舎の取扱業務・開庁日・開庁時間・職員体制など、民間活力の活用も含めつつ、サービスの

あり方について検討します。併せて、四街道駅や公民館等に設けている証明書等発行窓口の配置等やあり方に

ついても検討します。 

○管理運営の更なる効率化を図るため、現在の管理運営手法を検証し、他公共施設との各種業務委託等の包括化

なども含め、より効率的な管理運営手法について検討します。 

○第二庁舎は、市役所庁舎へ移転・統合後、民間譲渡を含め、現施設のあり方を検討します。 

 

➃展開スケジュール 

課題事項 
2017 年度

(H29 年度) 

2018 年度

(H30 年度) 

2019 年度

(R 元年度) 

2020 年度

(R2 年度) 

2021 年度

(R3 年度) 

2022 年度

(R4 年度) 

2023 年度

(R5 年度) 

2024 年度

(R6 年度) 

2025 年度

(R7 年度) 
2026 年度

(R8 年度) 
2027 年度

(R9 年度) 
2028 年度

(R10年度) 
庁舎整備

基本計画

の推進及

び第二庁

舎の統合 

            

施設の 

長寿命化 
            

市役所庁

舎のサー

ビスのあ

り方等の

検討 

            

（検討事項） 

①市民の利便性、②行政運営の効率化、③窓口サービスのあり方、④効率的な管理運営手法 

第二庁舎

廃止後の

現施設の

あり方の

検討 

            

※点線部分について・・・東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた資材価格の高騰なども影響して、基本計画策定時に見込んだ事業

費が増加したことなどから、庁舎整備の現計画は延期し、現設計内容の精査を重ねたうえで、適切な実施内容及び実施時期とともに、東京オ

リンピック・パラリンピック開催後に改めて判断することとなっているため、対応が中断している部分となります。 

 

 

 

新庁舎の整備（建て替え、耐震補強、第二庁舎等統合等） 基本計画

策定 

長寿命化計画の策定 

市役所庁舎のサービスのあり方等の検討 検討結果に基づく対応 

現施設のあり方の検討 検討結果に基づく対応 

※ 
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